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年金生活者支援給付金の支給に関する法律の施行に伴う対応について 

（協力依頼） 

 

 厚生労働行政の推進につきまして、平素から格段の御協力を賜り厚く御礼申

し上げます。 

年金生活者支援給付金の支給に関する法律（平成 24 年法律第 102 号。以下「給

付金法」という。）が、令和元年 10 月１日から施行されます。 

給付金法の施行により、老齢基礎年金、障害基礎年金又は遺族基礎年金（以下

「基礎年金」という。）の受給者のうち、公的年金等の収入や所得額が一定基準

額以下である等の要件を満たす方は、年金生活者支援給付金（以下「給付金」と

いう。）の支給対象となります。 
給付金を受給するためには、原則として、日本年金機構（以下「機構」という。）

から送付する給付金請求書を提出する必要があり、具体的には、主として以下の

ような区分に応じて、関係書類が送付されます。 

・ 平成 31 年４月１日時点で基礎年金を受給しており、かつ、給付金の支給要

件を満たしていることが確認できた方（以下「給付金ＴＡ対象者」という。）

に対しては、機構から、令和元年９月以降順次、給付金のターンアラウンド請

求書（以下「給付金ＴＡ請求書」という。別添１－２参照）を、年金関係の通

知をお送りしている住所へ送付することとしています。 

・ 平成 31 年４月２日以降に 65 歳に到達し、老齢基礎年金の請求を行う方（以

下「老齢基礎年金新規請求者」という。）に対しては、機構から、65 歳の誕

生月の約３カ月前に、給付金請求書（別添２－２参照）を、年金請求書と同封

して送付しています。 



・ その他の方（例：特別支給の老齢厚生年金の受給者、老齢基礎年金の繰上げ

受給者、共済組合（私学事業団を含む。以下同じ。）へ基礎年金を請求する方

等）に対しては、受給する年金に応じた給付金の御案内等が送付されます。 

 

これらを受けて、給付金ＴＡ対象者等は、給付金ＴＡ請求書等により給付金請

求手続等を行っていただくことが必要となりますが、その際、御自身だけでは手

続が困難であり、周囲のサポートを必要とする方がいらっしゃると想定されま

す。 

 

つきましては、日常の民生委員活動の中で、給付金請求手続等に関して、可能

な限りの御協力（例：給付金ＴＡ対象者等から助言等を求められた場合に、給付

金を受け取るためには請求書の内容を十分に確認し請求書を返送する必要があ

ることや、不明点については「給付金専用ダイヤル」や「ねんきんダイヤル」へ

相談可能であることの情報提供等）をいただく等、格別の御配慮をお願いします。 

 

想定される具体的な対応は下記のとおりですが、市町村行政担当者や各種相

談支援機関とも連携いただき、ご対応くださいますよう、各都道府県・指定都市

民生委員児童委員協議会等へ周知方よろしくお願いいたします。 
 

記 

 
Ⅰ．給付金ＴＡ対象者への対応 

 

１ 給付金ＴＡ請求書が届いたことを確認した場合の取扱い 

機構から令和元年９月以降、順次、給付金ＴＡ対象者に対して、ハガキ形

式の給付金ＴＡ請求書（別添１－２）を、年金関係の通知をお送りしている

住所へ送付することとしています。 

給付金ＴＡ請求書には、既に給付金ＴＡ対象者の情報が印字されている

ため、氏名や連絡先を記載する等の簡易な手続のみ必要となっており、給付

金ＴＡ対象者が給付金ＴＡ請求書へ記入し、郵便ポストへ投函することに

より請求手続を行っていただくこととなります。（給付金の請求の流れにつ

いては参考１参照） 

 したがって、民生委員としての訪問活動や相談対応において、給付金ＴＡ

対象者に対して給付金ＴＡ請求書が封入された封筒（別添１－１）が届いて

いることを確認した場合は、給付金ＴＡ対象者に対して、 

① 封筒の中身が、給付金を受け取るための大切なお知らせであり、御自身



で内容を十分に御確認いただく必要があること 

② 給付金を受け取るためには同封されている給付金ＴＡ請求書に氏名等

を記入して返送していただく必要があること、また、給付金ＴＡ請求書は

なるべく早期に御提出いただきたいこと（※１） 

③ 御不明点等については、「給付金専用ダイヤル」に相談可能であること

（別添１－３のリーフレットの電話番号を参照） 

をお伝えいただく等、可能な限り御協力をお願いいたします。 

 

２ 御自身による確認等が困難な場合の取扱い 

給付金ＴＡ対象者が御自身にて給付金ＴＡ請求書を確認することが困難

といった事情がある場合は、民生委員等から、御家族、身元引受人又は後見

人等に対して、給付金ＴＡ請求書の確認を依頼していただくよう、可能な限

り御協力をお願いいたします。 

なお、給付金ＴＡ請求書の氏名等を自筆で書くことが困難な場合には、代

理人等が代筆することが可能です。この場合は、御本人の押印が必要となり

ます。 
 

３ 管轄の年金事務所との連携 

御不明点等がある場合には、お近くの年金事務所

（https://www.nenkin.go.jp/section/soudan/index.html）に御相談くだ

さい。 

 

Ⅱ．老齢基礎年金新規請求者への対応 

 

１ 年金請求書（給付金請求書を含む。）が届いたことを確認した場合の取扱 

 い 

   老齢基礎年金新規請求者に対しては、機構から、65 歳の誕生月の約３カ

月前に、Ａ４サイズの給付金請求書（別添２－２）を、年金請求書と同封し

て送付しています。（※２）（給付金の請求の流れについては参考１参照） 

したがって、民生委員としての訪問活動や相談対応において、老齢基礎年

金新規請求者に対して年金請求書と給付金請求書が封入された封筒（別添

２－１）が届いていることを確認した場合は、老齢基礎年金新規請求者に対

して、 

① 封筒の中身が、年金や給付金を受け取るための大切なお知らせであり、

御自身で内容を十分に御確認いただく必要があること 

② 年金や給付金を受け取るためには年金請求書や給付金請求書に氏名等



を記入して提出する必要があること 

③ 年金や給付金の請求手続に関する御不明点等については、「ねんきんダ

イヤル」に相談可能であり、また、年金事務所の窓口においても、年金や

給付金の請求手続に関する相談を、事前に予約した上で実施しているこ

と（別添２－１の封筒に記載の「ねんきんダイヤル」等の電話番号を参照） 

をお伝えいただく等、可能な限り御協力をお願いいたします。 

 

２ 御自身による確認等が困難な場合の取扱い 

老齢基礎年金新規請求者が御自身にて年金請求書と給付金請求書を確認

することが困難といった事情がある場合は、民生委員等から、御家族、身元

引受人又は後見人等に対して、年金請求書と給付金請求書の確認を依頼し

ていただくよう、可能な限り御協力をお願いいたします。 

なお、給付金請求書の氏名等を自筆で書くことが困難な場合には、代理人

等が代筆することが可能です。この場合は、御本人の押印が必要となります。 

 

３ 管轄の年金事務所との連携 

御不明点等がある場合には、お近くの年金事務所へ御相談ください。 

 

Ⅲ．その他の方（特別支給の老齢厚生年金の受給者、老齢基礎年金の繰上げ受

給者、共済組合へ基礎年金の請求書を提出する方等）への対応 

 

１ 給付金の御案内等が届いたことを確認した場合の取扱い 

特別支給の老齢厚生年金の受給者、老齢基礎年金の繰上げ受給者、共済組

合へ基礎年金の請求書を提出する方（※３）等（以下「特別支給の老齢厚生

年金の受給者等」という。）に対しては、それぞれ、機構又は共済組合から、

受給する年金に応じた給付金の御案内等が送付されます。（給付金の請求の

流れについては参考１参照） 

したがって、民生委員としての訪問活動や相談対応において、特別支給の

老齢厚生年金の受給者等に対して、給付金の御案内等が封入された封筒が

届いていることを確認した場合は、特別支給の老齢厚生年金の受給者等に

対して、 

① 封筒の中身が、給付金を受け取るための大切なお知らせであり、御自身

で内容を十分に御確認いただく必要があること 

② 年金や給付金を受け取るためには年金請求書や給付金請求書に氏名等

を記入して提出する必要があること 

③ 年金や給付金の請求手続に関する御不明点等については、「ねんきんダ



イヤル」等（各共済組合からの年金の御案内については各共済組合が指定

する電話番号）に相談可能であり、また、年金事務所の窓口においても、

年金や給付金の請求手続に関する相談を、事前に予約した上で実施して

いること 

をお伝えいただく等、可能な限り御協力をお願いいたします。 

 

２ 御自身による確認等が困難な場合の取扱い 

特別支給の老齢厚生年金の受給者等が御自身にて給付金の御案内等を確

認することが困難といった事情がある場合は、民生委員等から御家族、身元

引受人又は後見人等に対して、給付金の御案内等の確認を依頼していただ

くよう、可能な限り御協力をお願いいたします。 

なお、給付金請求書の氏名等を自筆で書くことが困難な場合には、代理人

等が代筆することが可能です。この場合は、御本人の押印が必要となります。 

 

３ 管轄の年金事務所との連携 

御不明点等がある場合には、お近くの年金事務所へ御相談ください。 

 

※１ 年金生活者支援給付金請求書は、必要事項を記入の上、一週間以内に提出するこ

ととされています。一週間を過ぎても手続きは可能ですが、令和元年 12 月末日を過

ぎて手続きをした場合、令和２年２月分からの給付金のお支払いとなり、令和元年

10 月分から令和２年１月分までの給付金を受け取れませんので、その点につき御留

意いただき、早期に手続きをするようお伝えください。 

 

※２ 障害基礎年金・遺族基礎年金を新規に請求する場合は、その方からの請求により、

所定の年金請求書にあわせてＡ４サイズの給付金請求書が送付されます。この場合

もⅡの老齢基礎年金新規請求者と同様の対応をお願いします。 

 

※３ 以下のような場合が該当します。 

   ・ 共済組合のみに加入していた方が老齢基礎年金の請求書を共済組合に提出する

場合 

   ・ 共済組合に加入している期間中に初診日がある方が当該病気やケガにより障害

基礎年金の請求書を共済組合に提出する場合 

   ・ 共済組合の加入者であった方が亡くなった場合に、加入者の遺族が遺族基礎年金

の請求書を共済組合に提出する場合 

 

 



（参考）  

年金生活者支援給付金制度の概要等については、参考２や以下の厚生労働

省ホームページも御参照願います。 

https://www.mhlw.go.jp/nenkinkyuufukin/index.html 



別添資料集

Ⅰ．給付金TA対象者※へ送付する給付金TA請求書等

※   平成31年４月１日時点で基礎年金を受給しており、かつ、給付金の支
給要件を満たしていることが確認できた方

Ⅰ ．に該当する方への送付物

別添１－１ 封筒

別添１－２ 給付金TA請求書

別添１－３ 給付金手続きに関するリーフレット

別添１



別添１- １

Ⅰ.に該当する方（給付金TA対象者※）へ送付する封筒
※平成31年４月１日時点で基礎年金を受給しており、かつ、

給付金の支給要件を満たしていることが確認できた方



別添１-１の封筒に封入する給付金ＴＡ請求書（案）

別添１-２



別添１- ３

別添１-１の封筒に封入するリーフレット表面（案）



別添１-１の封筒に封入するリーフレット裏面（案）



別添資料集

Ⅱ．老齢基礎年金新規請求者※へ送付する給付金請求書
等

※  平成31年４月２日以降に65歳に到達し、老齢基礎年金の請求を行う方

Ⅱ．に該当する方への送付物

別添２－１ 封筒

別添２－２ 給付金請求書及び給付金手続きに
関するリーフレット

別添２



Ⅱ.に該当する方（老齢基礎年金新規請求者※）へ送付してい
る封筒
※平成31年４月２日以降に65歳に到達し、老齢基礎年金の請求を行う方。

別添２－１



別添２－１の封筒に封入している請求書及びリーフレット表面

別添２－２



別添２－１の封筒に封入している請求書及びリーフレット裏面

（ ）



参考資料集

（参考１）請求の流れ

（参考２）給付金の概要



給付金の請求の流れ

特別支給の老齢厚生年金
の受給者

年金請求書と一体型の給付金請求
書（はがき形式）を送付
（65歳の誕生月の前月末：令和元年
10月に65歳到達の者から）

老齢基礎年金の
繰上げ受給者

給付金請求書（はがき形式）を送
付
（65歳の誕生月の前月末：令和元年8
月に65歳到達の者から）

請求方法

• 給付金請求書は年金事務所へ
提出

• 年金請求書は共済組合へ提出

障害・遺族基礎年金を
新規に請求する方（共済）

初診日が共済加入期間の方（障
害）や死亡した加入者の家族の方
（遺族）等に対して、その者の請
求により、共済組合から、給付金
請求書等を年金請求書に同封して
送付

請求方法

• 年金事務所又はねんきんダイ
ヤルに相談後、給付金請求書
は年金事務所へ提出

• 年金請求書は共済組合へ提出

請求方法

年金請求書と一体型の給付金請求
書（はがき形式）を日本年金機構
へ提出
（切手を貼って投函）

請求方法

給付金請求書（はがき形式）を日
本年金機構へ提出
（切手を貼って投函）

【Ⅰに該当する方】給付金ＴＡ対象者
（平成31年４月１日時点で老齢、障害、遺族基礎年金を受給しており、

かつ、給付金の支給要件を満たしていることが確認できた方）

参考１
・ご不明点につきましては、封筒や同封のリーフレットでご案内しているお問い合わせ先にご相談ください。

（※３）共済組合によって送付時期が異なります。

給付金ＴＡ請求書
に氏名などを記入

切手を貼って
投函する

（令和元年10月
18日まで）

日本年金機構から
給付金ＴＡ請求書
が郵送される
（令和元年９月頃）

別添１参照

老齢基礎年金を
新規に請求する方（共済）

共済組合から、給付金のリーフ
レットを年金請求書に同封して送
付 (65歳の誕生月前※３）

共済関係・受給する年金の状況に応じて、それぞれ異なる封筒が順次届きます。

【Ⅲに該当する方】その他の方
（特別支給の老齢厚生年金の受給者、老齢基礎年金の繰上げ受給者、共済組合へ基礎年金の請求書を提出する方等）

（（ ）

【Ⅱに該当する方】老齢基礎年金新規請求者
（平成31年４月２日以降に65歳に到達し、老齢基礎年金の請求を行う方、

又は障害・遺族基礎年金を新規に請求する方）

市区町村で年金請求に
必要な添付書類の入手

年金請求書と
給付金請求書を記入

年金請求書と給付金請
求書について、あわせ
て年金事務所へ相談・
提出(※２）
（誕生日の前日以降）

(※２）第１号被保険者期間
等に初診日等のある者に係
る請求書は市区町村へ提出。
（障害の場合）

・平成31年４月２日以降
に65歳に到達し、老齢基
礎年金の請求を行う方に
対しては、機構から、年金
請求書と給付金請求書が
郵送される。（※１）
（誕生月の３か月前）
（※１）障害・遺族基礎年金を
新規に請求する方に対しては、その
者の請求により、所定の年金請求
書と給付金請求書が郵送される。

別添２参照



【支給要件】

○ 以下の支給要件の全てを満たしている方が対象。

【給付額】

○ 基準額に、保険料納付済期間等に応じて算出され、次の①と②
の合計額となる。

○ 年金生活者支援給付金は、本年10月１日からの消費税率引き上げ分を活用し、公的年金制度等の収入や所得額が一定基準額以下の年金受
給者の生活を支援するために、年金に上乗せして支給するもの。

○ 給付金を受給するためには、「年金生活者支援給付金請求書」の提出が必要。

● 65歳以上で老齢基礎年金の受給者であること（※）

● 請求する方の世帯全員の市町村民税が非課税であること

● 前年の公的年金等の収入金額とその他の所得（給与所得や利子所得等）と
の合計額が、879,300円以下であること。

（※） 旧法の老齢年金、旧共済の退職年金、その他の老齢・退職を支給事由とする年金であって、
政令で定める年金についても対象。

老齢年金生活者支援給付金の概要

【支給要件】

○ 以下の支給要件の全てを満たしている方が対象。

【給付額】

○ 障害等級２級の者または遺族である者 ＝ 5,000円（※）（月額）

○ 障害等級１級の者 ＝ 6,250円（※）（月額）

（※） 毎年度、物価変動に応じて改定。

障害・遺族年金生活者支援給付金の概要

その他① 保険料納付済期間に基づく額（月額）

＝5,000円（※２） × 保険料納付済期間（※１）／480月

② 保険料免除期間に基づく額（月額）

＝10,834円（※３） × 保険料免除期間（※１）／480月

（※１） 給付金の算出のもととなった保険料納付済期間や保険料免除期間は、年金証書や支給額
変更通知書等で確認可能。

（※２） 毎年度、物価変動に応じて改定。

（※３） 保険料全額免除、３/４免除、１/２免除期間は10,834円（老齢基礎年金満額（月額）の１/６）、
保険料１/４免除期間は5,417円 （老齢基礎年金満額（月額）の１/12）。毎年度の老齢基礎年金
の額の改定に応じて変動。

♦ 前年の年金収入額とその他の所得の合計が779,300円を超えており、879,300円以下
の方には、老齢年金生活者支援給付金を受給する者と所得総額が逆転しないよう、①
に一定割合を乗じた補足的老齢年金生活者支援給付金が支給される。

● 障害基礎年金または遺族基礎年金の受給者であること

● 前年の所得額が「4,621,000円＋扶養親族の数×38万円（※）」以下である

（※） 同一生計配偶者のうち70歳以上の者または老人扶養親族の場合は48万円、特定扶養親族
または16歳以上19歳未満の扶養親族の場合は63万円となる。

【施行日】 令和元年10月１日（消費税率10％への引き上げの日）

【手続】 本人の認定請求により受給権発生。日本年金機構が支払事務を
実施し、年金と同様に２ヶ月毎に支給。

（※） 10月施行のため、初回の給付金支払いは、10月・11月分を12月に支給。

給付金に関する問い合わせ先：「給付金専用ダイヤル」
TEL:０５７０ー０５ー４０９２ 050から始まる電話でおかけになる場合は（東京）03-5539-2216

※ 給付金を受給するに当たっての留意事項
（１） 申請を行う際は原則、課税証明書等の添付は必要なし。
（２） 支給要件を満たす場合、２年目以降の手続きは原則不要。支給要件に該当しなくなった場合

は、日本年金機構から「年金生活者支援給付金不該当通知書」が送付される。
（３） 次の①～③のいずれかに該当する場合は、給付金の支給対象外となる。

①日本国内に住所がない ②年金が全額支給停止 ③刑事施設等に拘禁されている

年金生活者支援給付金の概要 参考２


